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■コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方
　当行では、経営の効率性及び透明性を高め、ステークホルダーであるお客さま、株主の皆さま等から高い評価と揺
るぎない信頼を確立するために、コーポレート・ガバナンスの強化を経営の最重要課題として認識し、その充実に向
けた諸施策に取り組んでおります。

（1）企業統治の体制の概要等
　当行では、以下の理由・目的から、監査役設置会
社形態を採用し、コーポレート・ガバナンスの強化
に努めています。
・銀行業務・銀行経営に関する専門的知識や豊富
な経験を有し当行の業務の運営・執行状況を詳
細に把握している社内取締役が、取締役会の構
成員として、経営上の意思決定や他の取締役の
職務執行状況を監督する体制が、経営環境の変
化に迅速かつ的確に対応し、業務の適正を確保
していくうえで重要であること

・監査役会を設置し、社外監査役を含めた監査役
が、取締役の職務の執行を監査していくこと
が、経営監視機能として有効であること

・独立性の高い社外取締役及び社外監査役が、そ
れぞれ中立の立場から公正かつ客観的な経営監
督機能及び監査機能を発揮し、取締役の職務の
執行状況や内部統制の運用状況などについて、
適切な提言・助言を行っており、経営監視の面
で十分な体制が整備されていること

　当行の取締役は、社外取締役3名を含めた10名
（平成29年6月29日現在）で、経営の意思決定、業
務執行の監督という位置付けから、取締役会を原則
月1回開催しています。また、取締役会で決定した
基本方針に基づく経営全般の重要事項を協議決定す
る機関として、取締役会の下に会長・頭取のほか各
部門の担当役員をメンバーとする経営会議を設置
し、原則週1回開催しています。加えて、取締役会
の基本方針に基づく重要な貸出案件について協議決
定する機関として、会長・頭取のほか審査部門等の
担当役員をメンバーとする審査会を設置し、原則週
1回開催しています。なお、当行は、定款において、
取締役の員数を15名以内とし、年度ごとの経営責
任をより明確にするとともに、経営環境の変化に迅
速に対応できる経営体制を構築するため、任期を1
年としています。

　また、当行は、執行役員制度を導入し、取締役会
による監督の下で、代表取締役と執行役員（部門担
当役員及び地区担当役員）が業務執行を担う体制と
しており、取締役が担うべき経営の重要事項に係る
意思決定機能及び業務執行の監督機能と執行役員が
担うべき業務執行機能を分離し、取締役と執行役員
がそれぞれの役割と責任を果たすことで、業務の適
正確保と持続的な企業価値の向上を図っています。

　社外取締役は、取締役会において、内部監査、監
査役監査及び会計監査の結果並びに内部統制部門か
らの統制状況に係る報告を受け、社外の中立かつ公
正、客観的な見地から経営監督を行う役割を担って
います。特に、内部監査部門及び内部統制部門から
は、取締役会議案及び報告資料の事前説明を詳細に
受け、事前説明又は取締役会の場で、適切な提言・
助言を行うなど、社外取締役による経営監督機能の

実効性の向上に努めています。

　また、特定事項について調査、研究又は協議調整
を行うことを目的に、関連部門の担当役員及び部長
等をメンバーとする長期経営計画委員会、営業戦略
委員会、ALM戦略委員会、IT戦略委員会、統合的リ
スク管理委員会、政策保有株式検証委員会、コンプ
ライアンス委員会、賞罰委員会及び働きやすい職場
推進委員会等の各種委員会を設置しています。各種
委員会は、定期的又は必要に応じて随時開催され、
経営上の主要課題や部門横断的な施策・検討事項に
取組んでおり、委員会で合意又は協議された事項は、
取締役会又は経営会議等に付議又は報告されるなど、
当行のガバナンス強化や業務運営の健全性・適切性
の向上に寄与しています。

　当行の監査役は、社外監査役3名を含めた5名（平
成29年6月29日現在）で、監査役会は、毎月1回に
加え、適時開催しており、各監査役は、取締役会等
に出席し、経営の意思決定に際し、適切な提言・助
言を行っています。社外監査役を含む各監査役は、
内部監査部門あるいは会計監査人と積極的に意見及
び情報の交換を行うほか、内部監査部門の営業店監
査や会計監査人の往査に立ち会うなど、緊密な連携
を図り、効率的な監査の実施に努めています。加え
て、各監査役は、内部統制部門から、内部統制シス
テムにおける各体制の整備状況及び各体制の実効性
に影響を及ぼす重要な事象について、対応状況を含
め定期的又は随時に報告を受け、必要に応じて説明
を求める、又は助言、勧告を行うなど監査役の立場
から内部統制システムの整備・強化に努めています。

　なお、社外取締役1名は過去に日本銀行の支店長
及び地域金融機関の経営者を務め、その豊富な経
験、幅広い知識と高い見識を活かして、取締役会等
の場で、中立の立場から公正かつ客観的な意見を表
明するなど社外取締役の職責を果たしています。そ
の他2名は、学識者、企業経営者としての豊富な経
験、幅広い知識と高い見識を活かして、取締役会等
の場で、中立の立場から公正かつ客観的な意見を表
明するなど社外取締役の職責を果たしています。ま
た、社外監査役1名は弁護士としての豊富な経験、
幅広い知識と高い見識を活かして、取締役会等の場
で、中立の立場から公正かつ客観的な意見を表明す
るなど社外監査役の職責を果たしています。その他
2名は、公認会計士、企業経営者としての豊富な経
験、幅広い知識と高い見識を活かして、取締役会等
の場で、中立の立場から公正かつ客観的な意見を表
明するなど社外監査役の職責を果たしています。

　また、当行では、社外取締役及び社外監査役を選
任するための当行からの独立性に関する基準を定め
ていませんが、社外取締役及び社外監査役による経
営の監視・監督機能の強化を進めていくことを目的と
して、株式会社東京証券取引所の定める基準を参考
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に独立役員を選任・確保していく方針であり、社外
取締役3名及び社外監査役3名のうち2名を一般株主
と利益相反が生じる恐れのない独立役員として適任
と判断し、株式会社東京証券取引所に届け出ていま
す。

（2）内部監査、監査役監査及び会計監査の状況
　内部監査につきましては、取締役会がコンプライ
アンスの実現とリスクの種類・程度に応じた実効性
のある内部監査態勢の構築を図り、健全かつ適切な
業務の運営に資することを目的として制定した「内
部監査規程」に基づいて、被監査部門から独立した
内部監査部門（当事業年度末現在人員61名）が、各
部店及び子会社・関連会社並びに当行の外部委託先
を対象に行います。具体的には、コンプライアンス
に関する事項、リスク管理に関する事項、財務報告
に係る内部統制に関する事項など半期ごとに取締役
会で制定する「内部監査基本計画」に沿って内部監
査を実施し、その結果を毎月、取締役会に報告して
います。また、内部監査部門は、被監査部門に対し
て、内部監査結果を文書で通知するとともに、改
善・是正を要する事項については、改善要請または
是正勧告を行い、その対応状況を定期的に取締役会
に報告しています。
　監査役監査につきましては、監査役会が制定した
「監査役監査基準」、「内部統制システムに係る監査
の実施基準」及び毎期の「監査役監査計画」並びに
業務の分担に基づいて、各監査役が、取締役の職務
の執行状況等について監査を行っています。具体的
には、取締役会その他重要な会議への出席、取締役
等からの職務執行状況の聴取、重要な決裁書類等の
閲覧、各部店における業務及び財産状況の調査、内
部統制システムの状況の監視・検証等を通じた監査
を実施し、その結果について、毎月、監査役会に報
告するとともに、定期的に代表取締役等と意見交換
を行い、適切な提言・助言または要請を行うなど実
効性のある監査を行っています。
　なお、社外監査役1名は、公認会計士の資格を有
し、財務及び会計に関する相当程度の知見を有して
います。
　また、監査役監査につきましては、監査役会事務
局を設置し、監査役の職務に係る専任の補助使用人
を配置しています。

　会計監査につきましては、有限責任�あずさ監査
法人による財務諸表監査及び財務報告に係る内部統
制監査を受けております。会計監査は、事務局事務
を所管する内部監査部門と定期的又は必要に応じて
随時会合を開き情報・意見交換を行うほか営業店監
査を内部監査部門の立ち合いの下で行うなど相互に
連携する中で遂行されています。内部監査、監査役
監査及び会計監査と内部統制部門は、定期的又は必
要に応じて随時会合を開き情報・意見交換を行って
おり、相互に連携するなかで、業務の健全性と適切
性の向上に努めています。

（3）内部統制システム及びリスク管理体制の整備の状況
　当行は、「地域社会との強い信頼関係で結ばれた、
頼りがいのある＜ひろぎんグループ＞を構築する」
という経営ビジョンと、5つの行動規範からなる経

営理念のもと、お客さまや地域社会、株主、市場、
従事者など全てのステークホルダーからの真の信頼
を勝ち取るため、健全で透明性の高い経営を目指し
ています。
　加えて、株式会社東京証券取引所の「独立役員」
の基準を満たす社外取締役を選任するなど、コーポ
レート・ガバナンス及び内部統制システムの強化に
継続的に努めています。

① 取締役及び使用人の職務の執行が法令及び定款に
　適合することを確保するための体制
　当行では、「倫理規程」・「服務規程」・「コンプラ
イアンス規程」を制定し、従事者の行動基準等を明
記するなか、コンプライアンスの徹底を経営の最重
要課題の一つとして位置付け、あらゆる法令やルー
ルを厳格に遵守した誠実な企業活動に努めていま
す。併せて、お客さまの保護及び利便の向上に係る
態勢の整備・確立に関する大綱として「顧客保護等
管理規程」を制定し、全従事者が銀行の社会的責任
と公共的使命を十分認識するなかで、お客さまへの
説明、相談・苦情等への対応や情報管理など、お客
さまの視点に立った誠実かつ公正な業務の遂行に努
めています。その上で、法令等遵守及び顧客保護等
管理を徹底する具体的な実施計画として、半期ごと
に「コンプライアンス・プログラム」を決議してい
ます。また、法令等遵守に係る諸問題について、部
店内で解決が図れない事情又は報告・相談ができな
い事情がある場合、従事者が、コンプライアンス統
括部又は社外弁護士に、直接、報告・相談できる
「ホットライン制度」を整備しています。
　加えて、「倫理規程」において、「市民社会の秩序
や安全に脅威を与える反社会的勢力等とは、他社
（信販会社等）との提携による金融サービスの提供
などの取引を含め一切の関係を遮断する。万一、不
当要求等があった場合には、警察当局等と連携のう
えあらゆる法的手段を講じ断固として対決する。」
ことを基本方針として定め、反社会的勢力等との関
係遮断に係る態勢を構築しています。
　さらに、「倫理規程」において、「ディスクロージ
ャーの充実による経営情報の公正な開示を通じて、
経営の透明性を高めるとともに、広く利用者意見を
反映した経営を行う。」ことを定めているほか、「経
理規程」及び「財務報告に係る内部統制に関する規
程」を制定し、連結ベースで適時・適正な財務報告
を行う態勢を整備しています。
　その他、金融円滑化や「経営者保証に関するガイ
ドライン」への対応についても、「与信基本原則規程」
や「金融円滑化管理に関する基本方針」を制定し、
お客さまへの円滑な資金の提供のほか、経営相談や
経営改善に関する支援など適切な対応に係る態勢を
整備しています。
（運用状況の概要）
　取締役会は、「コンプライアンス・プログラムの
実施状況」等の各種報告を受け、業務が経営の基本
方針・諸規程等に基づいて適切に運営されているこ
とを確認するとともに、改善が必要な事項がある場
合には、都度、改善・是正をしています。併せて、
法令等遵守の徹底と企業倫理の確立を図るため、コ
ンプライアンス委員会を設置し、法令等遵守に係る
事項を審議・検討するなど、法令等遵守違反の未然
防止を図っています。
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　また、「倫理規程」等諸規程、コンプライアンス
委員会等の組織体制及び「ホットライン制度」等の
諸制度について平易に解説した「コンプライアン
ス・マニュアル」を全従事者に配付し、研修で活用
するなど、周知徹底を図っています。

②取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に
　関する体制
　当行では、「取締役会規程」において、取締役会
議事録を10年間保存することを定めています。
　また、行内諸規程において、経営会議・審査会等
の議事録等の重要な情報の保存についても定め、適
切な情報保存・管理態勢を構築しています。
（運用状況の概要）
　取締役会議事録を取締役の職務の執行に係る重要
な情報として、適切に保存及び管理しています。
　その他の重要な情報についても、各部店において
適切に保存及び管理しています。

③損失の危険の管理に関する規程その他の体制
　当行では、銀行業務を取り巻く種々のリスクに適
切に対応するため「統合的リスク管理規程」を制定
し、各リスクを統合的に把握・分析し、当行の経営
に重大な影響を与える損失の発生及び拡大の防止を
図っています。その上で、半期ごとに「統合的リス
ク管理方針書」を決議し、経営体力や収益性等との
バランスのとれた適切なリスク管理を行っています。
　また、リスクに見合った適切な自己資本を確保
し、経営の健全性維持に資することを目的として、
「自己資本管理規程」を制定し、バーゼルⅢにおけ
る自己資本比率規制への対応も含め、適切な自己資
本管理を行っています。
　加えて、「危機管理規程」において、地震等の大
規模災害など、業務が継続できなくなるリスクに適
切に対応するため、「業務継続計画（BCP）」として
優先して継続する重要業務等を定めています。
（運用状況の概要）
　取締役会は、「統合的リスク管理の状況」等の各
種報告を受け、適切なリスク管理がなされているこ
と、リスクに対して十分な自己資本を確保している
ことを確認しています。併せて、随時、統合的リス
ク管理委員会を開催し、各リスクをモニタリングす
るなか、対応策を審議・検討しています。
　また、定期的に危機発生時を想定した模擬訓練を
行うなど、適切な危機管理態勢を構築しています。

④ 取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保
　するための体制
　当行では、経営会議及び審査会を設置し、取締役
会が決定した基本方針に基づく経営全般の重要事項
の決定を経営会議に、重要な貸出案件の審議を審査
会に委任しています。
　また、取締役会の決定に基づく職務の執行を効率
的に行うため、業務の分掌及び職制並びに職務の権
限に関する規程を整備しています。
（運用状況の概要）
　経営会議・審査会において、経営全般の重要事
項・重要な貸出案件を決議・審議するとともに、諸
規程に基づき報告を受ける等、効率的な業務運営を
実施しています。
　また、各部門が、相互に連携しつつ、牽制機能が
有効に発揮される形態で業務を分担執行していま
す。

　併せて、「部門担当役員制度」及び「地区担当役
員制度」を整備し、取締役会で選任された部門担当
役員が本部の担当部門の企画・管理業務等に、ま
た、地区担当役員が担当地区の支店の営業推進等に
専念・特化する体制とし、それぞれの役割と責任を
明確にすることで業務運営の健全性・適切性の向上
及び収益力の強化を図っています。

⑤ 当行及び子会社から成る企業集団における
　業務の適正を確保するための体制
　当行では、健全かつ円滑なグループ経営を図るた
め、「グループ会社運営・管理規程」を制定し、グ
ループ会社の運営・管理に関する方針及び統括管理
部署等の組織体制を明確にしています。
ａ.��子会社の取締役等の職務の執行に係る事項の当
該株式会社への報告に関する体制

� �　「グループ会社協議・報告基準」に基づいて、
グループ会社から定例または随時の協議・報告
を受け、適時適切に対応しています。

ｂ.��子会社の損失の危険の管理に関する規程その他
の体制

� �　グループ会社のリスク管理・危機管理に関す
る指導・管理は、当行の「統合的リスク管理規
程」、「危機管理規程」に基づいて実施すること
を定めています。

ｃ.��子会社の取締役等の職務の執行が効率的に行わ
れることを確保するための体制

� �　グループ会社の業務運営に関する指導・管理
は、グループ会社全体の統括管理部署と業務所
管部署が連携して行うことを定めています。

ｄ.��子会社の取締役等及び使用人の職務の執行が法
令及び定款に適合することを確保するための体制

� �　グループ会社の法令等遵守に関する指導・管
理は、当行の「コンプライアンス規程」に基づ
いて実施することを定めています。

（運用状況の概要）
　取締役会は、グループ会社の経営全般の重要事項
に係る協議・報告のため、グループ会社トップ協議
会を設置しているほか、半期ごとにグループ会社の
業務運営状況に係る報告を受け、グループ各社の業
績・現況等を確認しています。
　また、グループ会社の業務を所管する部署が当該
グループ会社の適切かつ効率的な業務運営に係る指
導・管理を行うとともに、所管する部署の部門担当
役員・部長等を当該グループ会社の取締役・監査役
として派遣し、業務の運営・執行状況を監視・監督
しています。
　加えて、当行の内部監査部門がグループ会社の内
部監査を実施し、その結果を当行取締役会に報告す
るなど、適切なグループ会社の運営・管理態勢を構
築しています。

⑥ 監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを
求めた場合における当該使用人に関する事項、当該
使用人の取締役からの独立性に関する事項及び監査
役の当該使用人に対する指示の実効性の確保に関す
る事項
　当行では、平成18年4月に監査役の職務を補助す
る組織として監査役会事務局を新設し、監査役会の
指揮下に置いています。
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（業務執行・経営の監視の仕組み）

※上記のほか、取締役を兼務しない執行役員14名（平成29年6月29日現在）を取締役会で選任し、業務を執行させております。

選任・解任
監査役会
監査役　5名

（うち社外監査役3名）

株主総会

取締役会
取締役　10名

（うち社外取締役3名）

経営会議 審査会会計監査人
有限責任�あずさ監査法人

選
任
・
解
任

（運用状況の概要）
　「職制規程」に基づき、監査役会事務局長は、監
査役の指揮に従いその職務を補助しています。また、
監査役会事務局長の異動・評価・賞罰等の人事につ
いて、人事総務部は監査役に協議することとしてい
ます。

⑦ 監査役への報告に関する体制
ａ.��取締役及び使用人が監査役に報告をするための
体制その他の監査役への報告に関する体制

� �　当行では、「服務規程」、「コンプライアンス規
程」において、監査役への報告ルールを整備し、
法令等に違反する行為等が発生した場合には、
コンプライアンス統括部長から監査役に直ちに
報告することを定めています。

ｂ.��子会社の取締役、監査役、業務を執行する社員
及び使用人又はこれらの者から報告を受けた者
が監査役に報告するための体制

� �　「グループ会社運営・管理規程」において、法
令等違反行為発生時における監査役への報告
ルールのほか、「ホットライン制度」をグループ
ベースで整備しています。具体的には、法令等
遵守に係る諸問題について、グループ会社内で
解決が図れない事情又は報告・相談ができない
事情がある場合、グループ会社従事者が、当行
のコンプライアンス統括部又は社外弁護士に、
直接、報告・相談できる制度を整備するととも
に、当該報告が法令等違反行為発生に該当する
場合、コンプライアンス統括部長から監査役に
直ちに報告することを定めています。

（運用状況の概要）
　行内諸規程において、監査役への報告ルールを整
備しているほか、各部店は、監査役からの依頼・要
請に基づいて、随時、業務の執行状況に係る必要な
報告・説明を実施しています。

⑧ 前号の報告をした者が当該報告をしたことを理由と
して不利な取扱いを受けないことを確保するための
体制
　当行では、「服務規程」、「コンプライアンス規程」、
「グループ会社運営・管理規程」において、通報（相
談）者保護を定めています。

（運用状況の概要）
　通報（相談）者の匿名性を保護し、その者が不利
な取扱いを受けないために必要な措置を講じること
を定めるとともに、全従事者に対し周知徹底してい
ます。

⑨ 監査役の職務の執行について生ずる費用又は債務の
処理に係る方針に関する事項
　当行では、「本部決裁権限規程」において、監査
役の職務執行に係る予算措置・経費の取扱いを定め
ています。
（運用状況の概要）
　毎年度、監査役と協議のうえ相応の予算・経費を
設けるほか、監査役がその職務の執行について、当
行に対し費用の前払い等の請求をしたときは、速や
かに当該費用または債務の処理を当行経費にて行う
など、会社法の趣旨を踏まえ適切に対応していま
す。

⑩その他監査役の監査が実効的に行われることを
　確保するための体制
　当行では、「取締役会規程」等の諸規程にて、取
締役会は監査役の出席を求めて開催すること、経営
会議・審査会に監査役は出席できることを定めてい
ます。
（運用状況の概要）
　監査役は、取締役会、経営会議、審査会などの重
要な会議のほか、統合的リスク管理委員会などの主
要な委員会に出席しています。また、代表取締役と
定期的に会合を開き、監査上の重要課題等について
意見を交換するほか、会計監査人とも定期的に会合
を開くなど積極的に意見を交換しています。
　監査役は、その他の取締役及び使用人とも定期的
に会合を開くなど、監査態勢の整備を行っていま
す。
　加えて、監査役は、内部監査部門と定期的に意見
及び情報の交換を行うとともに、必要に応じて随
時、内部監査部門の営業店監査に立会うほか監査結
果の報告を求めるなど、緊密な連携を図り、効率的
な監査の実施と監査の実効性の向上に努めていま
す。
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